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北海道大学 2002.6 

「日本的システムjの海外展開

一一ダイキンヨーロッパのケーススタデイ一一

富森慶見

1. Introduction: 問題意識と研究の目的

パフソレ崩壊後の長期不況を受けて「臼本的シ

ステムjの危機が叫ばれ，さまざまの改革論議

が交わされている。

第一図の概念闘でその総体が把握される「臼

本的システムJなるものは，筆者が新著『自己
組織化と創発の経済学一「日本的システムjに

未来はあるかjlJでややくわしく展開したよう

に，たしかに「先進国に追いつき追い越すJと
いう至上命令のもとでなかば外から与えれらた

とも言えるシナリオに対応するかたちで，さま

ざまの壁史的経路依存性を引き継ぎながら自己

組織化されたものであった。

とくに，それがこのシナリオに対してきわめ

て適応度の高いものであったために，自己組織

化に加わった諸要素(これを筆者は自己組織化

への参加フ。レーヤ-holonic par批 ipantと表現

した)相互間，およびそれが支えた産業技術相

互間の密度の濃い51き込み現象が生まれ，相互

反応が臨界点を超える過程で，期待を超える

度成長を創発されることになったのである。そ

の限りで，ここでいう「日本的システムjの成

功自体は疑いもなく一つの歴史的事実であった

と言ってよい。

だが，問時にそれが上記のシナリオの下で，

自己組織化されたものであっただけに，シナリ

1)察森凌児『自己綴織化と部発の経済学 「日本的シ

ステムjに未来はあるかjシュプリンガーフェアラ

ーク東京， 2001年。

オの示した課題が達成されるとともに，それが

もっ過渡性と限界が露呈されるに至ったのもあ

る意味では当然でもあったのである。

70年代後半以降こうした限界が見え始め， 80

年代は一時的・偶発的条件(前半のドル高とレ

ーガン景気，後半の金融バブル)によって一旦

後景に追いやられたものの， 90年代からはそ

のことはもはや如何ともしがたい危機として現

出するに至ったのである。

かくて「日本的システムjの転換と改革が1s-

sue salient (時代の主題)として前面に登場す

ることになったのだが，すでにそれから 10

を経ても，筆者が「日本的システムの類落Jと
名付けたシステムの部分的崩れのようなものの

進行は認められるものの，システムの改革と

える状況はまだほとんど生まれていないのが実

状なのである。

このような結果となるのは，前掲警の第 6

章第 3鮪(1)において筆者が詳しく論じたよう

に， I日システムの内生的展開を制約するいくつ

かの要因の故にある程度やむを得ないことでも

あるのである。

第一に，カウフマンのNKモデル2)によって

一応の説明をしたように，旧システムの諸要素

(参加プレーヤー)は，優位性の栢互関連によ

2) NKモデルについて，くわしくはKa街 lan，Stu制

(1995)“At Home inめeUniverse; The Search for 

the Laws of Selforganization and Complexity" 

OxもordUniversity Press (米沢富美子監訳 f自己組
織化と進化の論理一宇宙をつらぬく複雑系の法刻j

日本経済新開社， 1999年)を参照されたい。
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って有機的構造的に絡み合っているのであり，

それを敢えてして適応地形の上を飛び越えるよ

うな大きな転換はあまりにもリスクが大きく，

結局部分的防衛的対応にとどまらざるを得ない

ことである。

さらに， IBシステムが， r先進国に追いつき
追い越すJといういわば，弾道 (tr司ectory)の
定まった過程を駆け上がるようなものであった

だけに，そうしたシステムの中の個人には一定

の「スレーピング原理(個々のファクターを一

定の枠にはめ，それからはみ出す自由度を制約

する原理)j3)のようなものが働きやすく，こう

した18システムの内側からは， r組織改革のイ
ニシアチヴをとる鋭意ある偲人が突然現れるよ

うなことJはごく特別な場合を除いてまずあり
得ないだろうということである。

また，かりにそのような人材がたまたま現

れ，改革を主導する機会を得たとしても，当人

自身が!日システムの中で経験を積んできた限り

での「先行的理解J4)によって環境変化を読み

とりそれに対応しようとするのであり，そのた

めに改革もやはりある程度漸進的なものにとど

まらざるを得ないだろうということである O

かくて，新しいシステムの芽は，いわばシス

テムの裏側のようなところから芽生えるのでは

ないかといったことを考え，その可能性の方向

のようなものをきわめて一般的なかたちで論じ

ておいた(前掲書第 6章第 3節句))。

だが，改革論議に先だ、つてなお確認されるべ

き点がいくつかあることをここで強調しておか

ねばならない。

第一に，そもそも経済社会なるものは，コー

ヒ}レント (coherent)なつながりのなかでの

有機的生命システムとして存在しているのであ

り，それらを改革するということは当然，シス

テムとして改革すること，言い換えれば一つの

システムからこれとは異なるシステムに向かっ

3 )富森喜t掲苦手114p。
4)向上85，および87po

てシステムの生命を維持しながら変えて行く作

業だということである O 従って，たとえばシス

テムのなかで受け入れられないサブシステムの

ようなものを外国のモデルに従って接ぎ木する

ような改革ははじめから成功するはずがないと

いうことである O むろん，経済システムの改革

においても f臓器移植Jのようなことが可能な
場合もないとはいえない。だが，そうしたこと

が成功するためには移植される方のシステムか

らいっさいの拒絶反応、を受けないこと，つまり

有機的バランスが!日システムとの関で保たれう

るようなものでなければならないだ、ろう。そう

したことが可能でない場合，こうした試みは徒

労に終わるばかりでなくかえって事態を混乱さ

せることになりかねないと思われるのである。

!日システム時代のメインパンクを核とした間

接金融が十分に機龍しなくなった このこと自

体はそれなりに事実であるが一ことを受けて，

アメリカ型の直接金融，とりわけ株式市場によ

るコーポレートガパナンスの方式をいきなり持

ち込もうとする試みが一部エコノミストの唱導

によって最近試みられようとしているが，これ

などは上のような意味でのシステムのコンテク

ストを無視した誤りのように思われてならな

しミO

前掲番で筆者もこの点をややくわしく検討し

ておいたが，実はパフソレに懲りた金融資産はま

すます「市場Jから遠ざかろうとしているのが
現実であり，ここで金融取引関連の法改正をし

たからといってそうした資産は容易にアメリカ

式の産接金融などには向かわないのである。鳴

り物入りで f山一Jを引き継いだメリルリンチ
の最近における撤退の話は何よりもこの点を雄

弁に物語っているとも言えるだろう。動脈硬化

のように閤まってしまっている資金の流れを真

に活性化させうるためには，こうした安易な模

倣ではなく，システムと有機的にバランスしう

るようなまったく加な方途が創造的に考え出さ

れる必要があるように思われるのである。

「改革Jに先だって今ひとつ確認されるべき
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第一留 宮本的システムの全体像6)
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は，環境条件の変化のなかで旧システムの機龍

が類落してきたということは， I日システムを構

成するすべての要素が今日の条件のなかですべ

て不適合となったわけではないということであ

る。つまり， I日システムのなかには，高度成長

期という特殊な時期においてのみ高い適応性を

もっていたが，今日においては多くの問題を持

つに至った要素もあれば，異なる条件において

も適応性を失わない「普遍性jをもった要素も

あるはずなのである。

たとえば，銀行をはじめとした金融機関の|日

来の機能のありようなどはーアメリカ式市場支

配の完全導入は無理としてもーやはり前者の例

と忠われるが，高い毘際競争力を誇った自動車

.電機などの製造業における生産システムなど

は後者のなかに入れられるべきものと考えるの

である。

とくに，これらの製造業部門が以前から積様

的に海外展開を行い，しかもそこで日本的生産

システムを可能な限り持ち込むことによって，

相手国内でも競争上の優位を確保してきたこと

などは，こうしたシステムの異なる環境での普

遍性を事実の上で立証しているものと思われる

のである。

後に示すように，自動車産業・電機などにつ

注:上下はプレイヤーの「場所的j階溺を示している

いてこうした生産システムのアメリカ・アジア

における普遍性を立証する実証研究は今までに

もいくつかなされてきた。

だが， B本企業のヨ…ロッパ展開については
こうした調査研究は比較的手薄であったようで

ある。今国筆者はたまたま機会を与えられて，

著名なエアコンメーカーであるダイキン

の，従来の研究ではやや欠落していたヨーロッ

パでの展開(ベルギー工場)の実地調資をする

ことが出来た 5)。ここでは，その調査の分析を

通して， B本的システムのこうした普遍性の有

無をさらに検討してみることにした。調査は一

企業だけのささやかなものではあるが，従来の

研究史の穴をうめるだけでなく，同時に上記の

ような意味で， fB本的システムJの改革の方
向を探る意味も，この穫の研究にはあるとも

えているのである O

5 )今回の識査にあたってはダイキン工業株式会社井上

ネL之社長はじめ，現地ダイキンヨーロッパ佐藤純一
社長， Frans Hoorel Beke副社長をはじめ現地スタ

ッフの緊密なご協力をいただいた。言調査の資f壬はす
べて筆者にあるが，これらの方々なしにはこの調査

の成功はありえなかったのであり，とくに記して謝

意を表しておきたい。

6)富森前掲誉115p。
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2.ダイキン工業株式会社の企業プロファイル7)

調査結果の提示と分析に入る前に，ダイキン

工業の大まかなプロファイルを紹介しておく。

(1) 主要営業品目と会社の沿革

主要営業品自は，空説・冷凍機部門，油機部

門，特機部門，化学部門，新規部門の五部門に

分けられているが，このうち代表的なものは業

務局・住宅用の空調機とフッ素樹脂の生産販売

である。すでにこの阿部門では世界の 1)ーデイ

ングカンパニィーとしての地位を確保してい

る。山田晃が1924年(大正 13年)に合資会社

大阪金模工業所を大阪市に設立したことによっ

て創業し，さらに 1934年(昭和 9年)に大阪

金属工業株式会社となり，戦後1963年社名を

ダイキン工業株式会社に変更して今日に至って

いる。当初は冷凍機，油機の生産をしており，

今臼の中核営業品目の生産は第二次大戦後の

1951年のパッケージ型エアコン生産， 1953年

のフッ素樹脂の街発を璃矢とする。

2001年 3月決算期での資本金は280億円，

従業員数は連結レベル 15，047名となってい

るO

(2) 最近における企業業績の成長

きわめて注自に値するのは，ここ 5年あま

りにおける企業業績の成長である。むろん厳密

に見れば，第三閣が示すように 1997年から

2000年の 4年間については売り上げはほぼ横

這いであり，本当に伸びているのは 2001年だ

けである。だが，この間尽本経済が全体として

基本的にはリセッションの状況にあったことを

考えれば，これはきわめて excellentな結果で

あったといってよい。

つまり，この濁国内市場はきわめて厳しい状

7)この部分は主としてダイキン工業株式会社の HP

(http://www.d必也1.CO.jp)および DaikinAnnual 

Report 2001に基づいている。

況にあった。だが，ここでも特に業務用空調機

において， 11也を寄せ付けない製品の供給(SU四

PER INVERTER 70)などを通して40%とい

うトップの販売シェアを確保した。住宅用空調

機のシェアはこれに対して 12%となるがそれ

でも園内トップ 3の位置は維持した。

だが，何よりも売り上げの維持拡大に貢献し

たのは，海外展開の成功である。

ダイキン工業の海外展開の端緒は，筆者が訪

問したベルギー・オステンド市にダイキン・ヨ

ーロッパ社を 1973年に設立，空調機のノック

ダウン生産を開始したことに始まるが，なかん

ずく 1990年代以降の現井上社長体制下の海外

展開の積極化・全面化が特筆されるべきであろ

う。そうした，海外展開の経緯の主なものを上

げれば次の通りであるO

1990年 「ダイキンインダストリーズタイラ

ンド社Jをタイ関に設立。 91年よ
り空調機の生産開始。

1991年 フッ素樹脂生産競売会社「ダイキン

アメリカ社JfMDAマニュファク
チャリング社Jを米国に設立。 94
年より工場稼働。

1992年 ドイツ，テ*ユツセルドルフに「ダイ

キンケミカルヨーロッパ社Jを設
立。ダイキンヨーロッパ社にヨーロ

ツパ市場向けルームエアコン工場を

新設。

1995年 「ダイキンアメリカf士jに， LAN 

線に被覆材料向けフッ素樹脂のプラ

ントを新設。

合弁会社「上海大金協昌空調有限公

司Jを上海に設立。
1996年 合弁会社「西安大金慶安圧縮機有限

公司Jを西安に設立。
1997年 合弁会社「恵州大会三石空調有隈公

を，恵介iに設立。ウォーターチ

リングユニットの生産開始。

「大会化学香港有臨公司Jを香港に
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設立。

f大金フッ素塗料上海有限公司Jを
上海に設立。

1998年 「ダイキンケミカルネザーランド

社Jをオランダオス市に設立。
合弁会社 fダイキンアレンエアコン

デイショニング社jフィリピンケソ

ン市に設立。

空調販売会社「ダイキンエアコンデ

ィショニングサウスアフリカ社Jを
南アフリカタウン市に設立。

合弁会社「大会中化建化学貿易有波

公司jを上海に設立。

「ダイキンエアコンディショニング

ジャーマニ一社Jをドイツ・ミュン
へンに設立。

1999年 「ダイキンエアコンデイショニング

セントラルヨーロッパ社jを設立。

2000年 「ダイキンエアコンディショニング

スペイン社Jをスペインマドリード
γ』吾p)品己主ムL。

fダイキンシュラリムエアコンデイ

ショニング社Jをインドニューデリ
}市に設立。

2001年 空調販売会社 fダイキンエアコンデ

イショニングポーランド宇土jをポー

第二図海外売り上げ、の推移(遼結)

単佼:百万円 単位:%

125.000 

75.000 

0 

fコト海外事業比率 Eコ売上高

97 98 99 00 01 

15 

10 

。
ダイキンHPより

ランドワルシャワに設立。

空調販売会社「ダイキンエアコンデ

イショニングアルゼンチン千土jをア

ルゼンチンヴェノスアイレス市に設

立。

「大金フッ素化学中国有臨公司Jを
中国営熟市に設立。

フッ素ゴム生産会社「ダイキンケミ

カルフランス S.A.SJをフランス

リヨン市郊外に設立。

このような穣極的な海外展開なしには売り上

げや利益の成長が不可能であったことは，第二

留に見る海外売り上げの絶対額および比率の成

長，そしてこの点を会体に重ねた第三国によっ

てまさにー呂瞭然であると雷つでも過言ではな

いだろう。

とりわけ，エアコンなどは，ヨーロッパを含

めて本来このような機器の利用習慣の全くなか

った市場に新たに進出することによってその生

産販売を増大させていったのであり，そうした

経営戦略の積極性が注目されるのである。

かかる経営戦絡の積極性・革新性は生E量販売

に止まらず，経営組織，財務構造の革新性にも

認められる。

とくに 1996年スタートしたFusion21 (2000 

第三図 思内・海外売り上げの推移(連結)

仁二二二コ海外売り上げ高(10億円)

陸~蕊盟国内売り上げ高(10億円)

一一一一ー海外売り上げ比率(%)

32.0 

加はin Annua 1 Repor t 2001より
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第四図総資本利益率(%、連絡)

4.5 

97 98 99 。。 01 

ダイキンHPより

年改訂)の成果が上げられる。これによって利

付け債務比率の削減を中心とした財務構造の改

革，新商品の開発，管理システムの効率化など

がはかられた。そうした意識的計画的な経営，

財務構造の改革の成果は，第四国にみられる総

資本利益率のこの数年間における急上昇におい

て結実したとも認められるところである。さら

に，この経験の上に立って， 2001年 4月以

来， 2006年をゴ…ルとする新しいFusion5が

スタートしている。これによって具体的に，(1)

空調機分野で世界第ーに，フッ素化学分野で世

界第二位となること， (2)利付け債務を負債の

20%に削減すること， (3)海外売り上げを全売

り上げの 50%とすること，刷新商品分野を全

売り上げの40%とすることなどが目標とされ

ている。今後の経過が注目されるところであ

る。

(3) ダイキンヨーロッパ社

今回，筆者が調査に訪れたダイキンヨーロッ

パ社は，先に述べたようにダイキン工業の海外

展開のパイオニアであり (1973年設立)，その

後の拡張(1992年，ルームエアコン工場新設)

などによって海外子会社のうち最大規模となっ

ている。業務用，住宅用の空調機生産販売会社

であり，全額本社出資である。

従業員は 1，245人(関連子会社を含めて

1，500人)，うち日本入社員は，佐藤純一社長

以下35人(生産本部，設計部，生産金画部)

となっている。

先にも述べたように，本来住宅用エアコンそ

のものが商品として存在していなかったヨーロ

ツパ(ヨーロッパ市場の構成は現在では，イギ

リス 20%，イタリア 14%，スペイン 13%，後

はその他)に新たに市場を開拓する形で高い成

長率でここまで伸びてきた(第五関)。国に見

られるように，その成長率は海外売上全体の伸

び(第二図)をも上回っており，この 10年に

おけるダイキン工業全体を下支えする上で役割

の大きかったことが見取られる。だが，最近で

は(特に住宅用空調機では)中菌製品などの追

い上げを受けており，その結果さらに生産拠点

を中部ヨーロッパにも新設する計画が進行中で

あるとも開いている。

後に見るように，生産現場ではfB本的方式J
が意欲的に取り込まれているが，一方で、ベルギ

ーでは労働法規8)による組合保護が手厚く，会

社側の労務管理はそれによる制約も少なからず

受けている。この点が，後で比較する日本の自

動車企業の北米進出(とくにその代表格ともい

えるトヨタケンタッキー工場)と大きく異なる

ところである。

3.ダイキンヨーロッ1'¥における

毘本的システムの適用度

周知の通り，企業現場とりわけ生産現場にお

ける日本企業の方式には，集盟主義，品質管理，

長期雇用などにおいて，欧米と比較した明確な

8 )こうした経営側が受ける総約としては，賃上げ率に
対する政府ガイドラインの制約，労働時掲について

の制約(年間労働時間の規制は当然としても，それ

らを季節的繁隣によって読整することにも制約が多

いこと入社会保障費のニ重課税の問題などが指摘

されている。
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第五箇 ダイキンヨーロッパ社売上高の推移
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特質が存夜する。日本企業が海外展開する場合

にこうした「日本方式jをどこまで現地に持ち

込むか(持ち込む必要度の高さ，持ち込み可能

性の双方に関連して)が当然問題となる。とく

に，製造業における，やや衰えたとはいえなお

相対的には明確な日本企業の優位を海外展憶に

おいても失わないためにもこのことは当然大き

な課題となる。

こうした問題意識に基づいて，r日本的方式j
の海外工場における実態を比較調査した先行研

究はすでにいくつか存在するヘ本調査はこれ

9 )安保哲夫綴著『日本企業のアメリカ現地生産一自動

主主・電機:Iヨ本的経営の f適用jと「適応J-.1東
洋経済新報社， 1988年。

M.Y.ヨシノ(石川友博訳H日本の多00籍企業一世

95 96 97 98 99 00 01 

ダイキンヨーロッパキ土提供

らのうち，特に板墳の論穏を産接意識して，か

れが岳動車，電機関係のアメリカ・カナダの臼

系34企業に対して行った現地調査と悶様の設

問をダイキンヨーロッパ工場に対して行い，そ

れによってアメリカ・カナダの日系企業との比

較を通して，特徴点を引き出そうとしたもので

界市場に生き残れるか-.1ダイヤモンド社， 1977 

年。

高官官手線『多国籍企業と経営のE窓際比較.1fiil文
館， 1981年。

Samuel Humes， Managing the Multinational: Coル

介。ntingthe Global-Local Dilenma， Prentice Hall 

International. New York， London， Tronto， Sy命ley，

Tokyo， Singapore， 1993. 

板垣博「日本型生産システムの留際移転J，橋本
美子甥編 r20世紀資本主義j東大出版会， 1997年第

7意。
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ある。
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板援は，アメリカ・カナダ、で、行った同じ調査

を，アジア諸国でも行い，両者の比較研究をし

ているほか，自動車は組み立て，部品生産，

機も組み立て，部品，そして半導体に分けて識

査しているが，ここではそのうち，アメリカ・

カナダの自動車組み立て，電機組み立てのこ部

門とダイキンヨーロッパの比較に一花、限定し，

必要に正、じてアジア(特に韓国，台湾)との比

較をさらに考躍しながら議論を進めることにす

る。

板垣の調査研究を意識したものの，当然調査

の方法の詳細にわたっては同じというわけには

いかなかった。板垣の調査方法の詳細がつまび

らかでない上に，ダイキンヨーロッパでの調査

が，当地での労働法競との関連などで，現場労

働者とのインタービューが二名の代表とのーそ

れもある程度制約された…インタビューに限定

されたため，基本的には別添の設問に基づくベ

ルギー入管理職を含めた関連管理職への質問方

式によったためである O

従って，個々の項目についての点数付け(日

本式が完全に適用されている場合を 5点，全

くそうでない場合を 1点とすることについて

は板垣調査と向じだが)には，管理職サイドと

いう立場の制約を受けたバイアスのほか，イン

タピュアーである筆者自身の応答のなかでの感

触にも左右されていることを断っておかねばな

らない。

このような制約を持つ数字を板垣諦査の数字

と比較しでも，とくに数値の違いが小さい場合

は比較の意味をあまり持ち得ないという批判は

当然生じ得ょう。だが，数値が明確に異なる場

合には，こうした比較も十分意味を持ちうると

考え，そこへ現地での応答で得た認識を加えな

がら，以下にダイキンヨーロッパ工場の特徴点

と言える点をまとめておこう。

調査における設問の内容と，結果の板垣誘査

との対比は下記の補注および付表の通りであ

る。

(1) 職務区分と多能工化，および賃金体系

日本的方式の重要な特質のーっとして，職務

区分に暖昧さと柔軟性があり，その基礎の上で

かなりの広がりをもったジョブローテ…ション

が行われ，しかもその結果個々の労働者は多能

工化することが強く期待されるという点がよく

知られている。これに対して，欧米では，倍々

の労働者の職務が文書臼obdescription)で明確

に規定され，他の職務との境界線もはっきりさ

せた上での単能工化が原則であるとされてい

る。またこうした職務のありょうが賃金体系に

も関連していることもすでに周知の通りであ

る。つまり，欧米では，明確に競走された職務

に結合した厳密な意味での職務給が実行されて

いるのに対して，日本的方式では，経験の轄を

考癒した年功カーブに協調性などの人事考課を

加えた賃金体系が標準的パターンとなっている

のである。

この辺の欧米と日本との違いはもっとも乗り

越えがたい違いであるようであり，多くの日系

企業がもっとも苦慮するところだと言われてい

る。

板援調査でもこの点は明らかである。表から

見取られるように，北米に進出している日系の

電機組み立て企業は，ほとんどこれらにおける

日本方式の適用をあきらめ，現地に適応してい

るようである。これに対して，北米の日系自動

車組み立て企業は，すでに生産性の優位が内外

に認められているとも言える日本方式へのこだ

わりが強く，とくに職務区分ではほとんどa本
方式の適用に成功している。ダイキンヨーロッ

パの場合は，職務区分については現地への適応、

を余儀なくされているようだが(労働組合との

関連もあるようである)，多能工化については，

インタピューでの口答の説明では，範囲は(多

くても三つ，普通はこつと)限定されるが，そ

の方向での努力をしていることが伺われた。

だが特定の職務と結びついた職務給としての

賃金体系を変えることにはいずれも抵抗がとく
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に強く，現地への適応を余儀なくされているこ

とが明確に伺われる(北米自動車，電機，ダイ

キンいずれも 2点)。アジア(特に韓国，台湾)

ではこれらでの抵抗が比較的少ないことと対!照

的である(織務度分はいずれも 4.9，賃金体系

はいずれも 3.9。ただし多能工化は韓国では

2.5とやや適用度が悪い)。

なお，北米自動車組み立てでは，職務区分の

日本化と現地での伝統的な賃金体系との関に若

手の「屈折が生じているJとの板垣の指摘(板
壇前掲， 215 p)があるが，ダイキンでは限定さ

れた多能工化と賃金体系との簡の組畿について

は特別の指摘はなかった。

(2) 長期雇用，内部昇進制度，一体感

可能な渡り長郷雇用(それは，もともと「終

身雇用jではなく，また企業規模によってその

程度は異なっていた)を維持し，その下で内部

昇進制度を実施するのが「日本的システムjの

今ひとつの重要な柱であり，これに支えられて

従業員の企業一体感も自ず、から強くなるとも指

摘されてきている。

北米電機工場が，これらの点ついても「臼本

方式jの適用を半ば放棄しているように見受け

られるのに対して，北米自動車はここでも「日

本方式jへのこだわりが強く見られる。また，

トヨタケンタッキ…工場についてのテリー・ベ

ッサーの報告によれば附，これらのうち，特に

長期雇用は現地の労働者のもっとも歓迎すると

ころとなっているといわれている。

ダイキン・ヨーロッパ工場の場合も，これら

での fS本方式」の適用は北米自動車工場の場

合と勝るとも劣らない。とくに，アメリカと違

ってヨーロッパの場合は，現地の労働慣行も長

期雇用を指向しており，この点の実態はB本と

全く異ならない。一体感の数値は，北米自動車

10) T.ベッサー箸，鈴木良始訳 fトヨタの米国工場経
営』北大盟主書刊行会， 1999年。

工場よりやや少ないが，これらが管理職へのイ

ンタピ、ユーによっていることを考えれば，無祝

できる違いとも言えよう。現場の労働者の主体

的な意識はそれとは異なるかもしれないからで

ある O

*なお，表の作業長の項目は，現場の一般労

働者からの内部昇進で作業現場のチームリ

ーダーとしての作業長が選ばれる制度のこ

とであり，内部昇進制度の一つの具体例と

して考えられてよい。また，ここでは省略

したが，韓密，台湾では内部昇進制度につ

いては fS本方式jの適用が行われている

が，それにもかかわらず，従業員の離職率

が高いことによって長期雇用の数字が小さ

くなっている (3.3)点が注目される。

(3) 教育訓練，小集団活動，品質管理

北米自系企業のいずれとの比較においても，

ダイキンヨーロッパが際だ、って高い数値を見せ

ているのがこれらの項屈である。

欧米企業では普通の採用前の経験訓練を重ん

ずる方法よりも，仕事の過程で skillを身につ

けさせるいわゆる Onth古 JobTraining(OJT) 

は，ほぼ日本囲内工場と間程度に近く(日本国

内工場への研修派遣なども行われている)，小

集団内の協調性も日本国内ときして違わない。

TQC 活動についてはやや数値は下がるが，そ

れでも北米自動車工場における小集団活動より

も上自っている。とくに品質管理の方法と結果

も日本圏内と変わらないと言うことで，三つの

要素が一体となって， fS本方式Jが適用され
ている姿が伺われるのである O

この面での適用の成功は一つには，経営俣uの

努力によることは言うまでもない。たとえば，

工場現場のあちこちに，休息、と小会議をかねた

オープンスペースの会議コーナーのようなもの

があり，そうしたレイアウト面での工夫にも経

営側の努力の跡が認められた。

また，小集団活動適用におけるダイキンヨー
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ロッパの成功の背後には，ヒュームス ll)が指摘

するような，アメリカと異なるヨーロッパの文

化風土も関係しているようである。すなわち，

ヒュームスによればヨーロッパはより人間関係

による規定性の強い社会であり，それゆえにそ

こでは企業においても人材の発掘・育成と人的

な信頼関係がより重視されるというのである。

従業員の相互協調に基づく小集団活動を通し

ての品質管理が，日本国内並に行われうるの

は，日本的集団主義とは異質で、はあるが，アメ

リカなどとは異なるこうした文化風土抜きには

考えられないとして良さそうである。

ついでに指摘すれば 2名の現場労働者に

対して行ったインタピューの中で， after 5に

同僚とつき合うかどうかを開いた質問に対しで

も，二人の答えはともに，強く肯定的であった。

これなどアメリカとは稲当巽なるとの印象を禁

じ得なかった。むろん，この辺になると開じヨ

ーロッパでも地域によって異なることが予想さ

れるが，欧米を文化的にひとくくりにしてしま

うことが如何に危険で、あるかを示しているとも

考えられるのである。

(4) 労使協調・苦情処理

見られるとおりこの二つの項目についてのダ

イキンヨーロッパの数値は低い。北米電機との

違いは，調査方法の違いによる誤差である可能

性もあるが，北米自動車との相違は明白である

と雷ってよいだろう。

大きな理由は，長い社民党政権の下で整備さ

れてきたベルギーの労働法規に保護された労働

組合の強さによると思われる。インタビューが

管理職に対して行われたためにこの辺の一種の

被害者意識のようなものによってややバイアス

がかかっている部分もあろうかと推察されると

ころもある。また，北米自動車の中には， トヨ

タケンタッキーのように最初から労働組合のな

11) Samuel Humes， ibid. 

い地域に進出したケースなどもあり，こうした

違いが出てくるのは当然とも考えられる。

(5) 部品競達，生産設傍

この二つも数値は低い。つまり部品調達も生

産設備も歌ナ1'1内の供給者から得ている度合いが

高いということである。欧州には良質の部品，

設備供給者が多いこと，その他の技術的理由な

どが考えられる。

補注:本調査では，本文でも述べたように板援調査との

対比をi直接意識した質跨をffl意した。以下に，英

文の質問文と板境調査の項目との対比を示してお

くO

(1) 1s job border between individual workers 

distinctly de宣nedby giving a definite written 

job-description to each worker? (職務区分)

(2) Whether a wide rage of skills or rigid spe叩

cialization is expected for a workerフ(多官官ヱ化)

(3) 鴨川atis basic for training worker' s skill， 

OJT or others? (教育訓練)

(4) How much cooperation between definite 

small group is expected? (小集問活動，協議)

(5) What is basic for quality control， TQC ac-

tivity in a te訓 orsupervisor's discretion? (小

集団活動， TQC) 

(6) How is wage of a worker decided，伽ough

seniority order plus some degr，問。fassess司

ment or s出ctlyjob但re1atedsystem? (賃金体系)

(7) For a vacant position， wmch is usual; a 

person promoted from inside is allotted， or a 

person recruited by public offer is allo社ed?(昇

進)

(8) F or each small group， there is a te拙

leader who is promoted 企omordinary r創lk

and file workers and expected to coordinate 

the team. (作業主主総度)

(9) 1s information conceming the company 

mostly shared， or凶edto be shared as much 

as possible by all employees? (情報共有化)
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付表:

側 Commiむnentor loyalty of a employee to the 

company is strong enough. (一体感)

事1) Is usual Japanese style of employee recruit也

ment directly from school graduates impleω 

mented? (採用方法)

(1時 Isas long possible employment exercised or 

frequent lay-o茸taken?(長期雇用)

(1司 Isemployer-employee relationship coopera-

tive or adversary? (労使関係)

(14) How is grievance of an employee treated， 

wi出mthe 企ameworkof the company organi“ 

zation or through negotiation with trade Ullion? 

(苦f膏処理)

事5) How much is the result of quality con甘01

appreciated， a1most similar with a factory in 

Japan or not? (品質管理)

初:) How are p副 sprocured， from J apan or 

from inside Europe? (部品調達)

(17) How are equipment procured， from Japan or 

from inside Europe? (生産設備)

アメワカ米自動率米篭気 ダイキン

王子均 総み立て組み立てベルギー

職務区分 3.7 4.8 2.8 2 

多能工1t 2.6 3.2 2.1 3 

教育訓練 2.9 3.4 2.2 4 

小集団活動 2.5 2.7 2.2 4 協調

2.5 2.7 2.2 3.5 TQC 

賃金体系 2.4 2.1 2.0 2 

昇進 3.1 3.2 2.7 3 

作業長期j度 2.9 3.1 2.6 3 

情報共宥化 3.5 4.4 2.4 2.8 

一体感 3.5 4.6 2.1 3 

採用方法 3.4 4.3 2.4 3.5 

長期雇用 3.4 4.9 2.2 5 

労資協調 4.4 4.2 3.4 2.8 

苦情処稜 3.3 3.2 2.8 2.5 

品質管理 3.4 4.0 3.0 5 

部品調達 2.5 3.0 2.1 2.5 

生産設備 4.3 3.9 4.0 2.0 

4.むすび

この限定された調査から出せる結論は，やは

り限られたものに止まる。

だが，それでも適用度の高いものが，労働組

合による制約を受ける項目を除いては，北米の

自動車組み立てとの共通点を強くもっているこ

とが認められた。兵体的には，教育訓練，長期

雇用，品賞管理での点数が共通して高かった。

小集閤活動においては，ダイキンヨーロッパが

上まわり，反対に情報共有化や一体感において

北米自動車総み立ての数値が高かった。

総じて，当該生産拠点が現地で相対的に成功

しており，しかもそこで日本的方式が適用に成

功している場合，これらの項自にはそれなりの

普遍的価値があると考えることが出来る。その

意味で，北米自動車とダイキンヨーロッパの双

方で高い適用度点数が確認された教育訓練，長

期雇用，品賞管理については日本的システムの

穫位が伺われる。小集団活動や，情報共有，一

体感などは，当該国の文化的制度的条件によっ

ての適用度の食い違いがみられるが，これらに

ついても，いずれかで高い数値が出ているのは

それだけの普遍的価値をもっているからだとも

思われる。

問題は，北米電機組み立てにおいて日本的方

式の適用が少なく，逆に現地への適応の度合い

が高いことである。前掲板垣論文はこれを現場

労働の熟練度への要請の強弱などによって説明

している。筆者もほぼ板垣の見解を支持する

が，ここではこの点でのこれ以上の議論はしな

しミ。

むしろ，北米自動車組み立てとダイキンの双

方，あるいはいず、れかに現れた日本的方式の適

用の成功にうかがわれるこれらの普通的優位性

に特別の注意を保しておきたい。

「改革」に先だって留意すべき二点を小論の

冒頭で指摘したが，製造業における上記のよう

な点は，主としてそこでみた後者一rI日システ

ムを構成するすべての要素が今日の条件のなか
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ですべて不適合となったわけでないjとした点

ーの例示として重要なものだと考えることがで

きょう。とくに昨今一部のエコノミストの中

に労働市場の全面的流動化が改革の不可欠の

部分のように主張する議論があるが，われわれ

の発見はそうした議論の欠陥を疑う余地もなく

明示しているものとも言えよう。
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